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全
米
自
動
車
労
組
（
Ｕ
Ａ
Ｗ
）
は
、

独
フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
の
テ
ネ

シ
ー
州
チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
工
場
に
、
団

体
交
渉
権
を
獲
得
す
る
た
め
の
従
業

員
投
票
を
二
月
一
二
日
か
ら
一
四
日

の
日
程
で
実
施
す
る
と
発
表
し
た
。

従
業
員
の
過
半
数
が
賛
成
票
を
投
じ

れ
ば
、
米
国
で
初
め
て
Ｕ
Ａ
Ｗ
が
労

働
組
合
組
織
化
に
成
功
す
る
外
国
自

動
車
工
場
に
な
る
と
と
も
に
、
労
働

組
合
の
勢
力
が
弱
く
、
外
国
自
動
車

工
場
が
数
多
く
集
ま
る
南
部
で
の
橋

頭
堡
に
な
る
。
今
回
の
組
織
化
は
、

ド
イ
ツ
式
の
従
業
員
代
表
組
織
を
ア

メ
リ
カ
に
導
入
す
る
こ
と
へ
向
け
た

労
使
間
の
協
議
が
下
敷
き
に
な
っ
て

い
る
ほ
か
、
ド
イ
ツ
の
金
属
産
業
労

組
（
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
）
が
協
力
し
て
い

る
と
い
う
国
際
的
な
連
携
が
あ
る
こ

と
が
注
目
さ
れ
る
。

労
使
の
思
惑
が
合
致

　

話
は
二
〇
一
三
年
八
月
に
さ
か
の

ぼ
る
。
そ
の
と
き
に
、
フ
ォ
ル
ク
ス

ワ
ー
ゲ
ン
の
本
社
が
あ
る
ド
イ
ツ
、

ヴ
ォ
ル
フ
ス
ブ
ル
ク
で
経
営
側
と
労

働
組
合
の
協
議
が
行
わ
れ
た
。

　

そ
の
場
で
、
二
〇
一
一
年
に
操
業

を
開
始
し
た
チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
工
場
に
、

ド
イ
ツ
式
の
従
業
員
代
表
組
織

（B
etriebsrat

）
を
つ
く
る
こ
と

を
経
営
側
が
提
案
し
た
。
そ
こ
を
通

じ
て
、
従
業
員
の
経
営
参
加
に
よ
る

生
産
性
と
品
質
の
向
上
を
め
ざ
そ
う

と
し
た
の
で
あ
る
。

　

そ
こ
に
は
一
つ
の
制
約
が
あ
っ
た
。

労
働
組
合
と
使
用
者
が
行
う
団
体
交

渉
の
手
続
き
に
つ
い
て
定
め
て
い
る

全
国
労
働
関
係
法（
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ａ
）の
存

在
で
あ
る
。
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ａ
は
、
働
か
せ

方
や
労
働
条
件
に
つ
い
て
従
業
員
と

協
議
す
る
た
め
に
は
、
従
業
員
の
投

票
に
よ
っ
て
選
ば
れ
る
代
表
と
の
団

体
交
渉
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
規
定
し
て
い
る
。
だ
か
ら
、
生
産

性
と
品
質
の
向
上
を
め
ざ
す
た
め
に

従
業
員
代
表
制
を
経
営
側
が
利
用
し

た
い
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
相
手
は
必

然
的
に
労
働
組
合
で
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
ヴ
ォ
ル
フ
ス
ブ
ル
ク
で
の
協

議
は
そ
の
た
め
の
も
の
だ
っ
た
。
経

営
側
と
の
協
議
に
は
、
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル

と
と
も
に
ア
メ
リ
カ
か
ら
代
表
を
派

遣
し
た
Ｕ
Ａ
Ｗ
関
係
者
も
加
わ
っ
た
。

　

Ｕ
Ａ
Ｗ
会
長
ボ
ブ
・
キ
ン
グ
氏
は
、

チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
工
場
が
操
業
を
開
始

す
る
前
年
の
二
〇
一
〇
年
に
、「
フ
ォ

ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
は
労
働
組
合
と
の

交
渉
に
お
い
て
長
年
の
経
験
が
あ
り
、

労
使
が
と
も
に
成
功
を
め
ざ
す
環
境

を
整
備
す
る
と
い
う
二
一
世
紀
型
の

労
働
組
合
を
め
ざ
す
Ｕ
Ａ
Ｗ
の
方
向

と
合
致
す
る
」
と
し
、「
フ
ォ
ル
ク
ス

ワ
ー
ゲ
ン
が
従
業
員
代
表
と
作
り
上

げ
て
き
た
協
力
関
係
を
チ
ャ
タ
ヌ
ー

ガ
で
も
実
現
で
き
る
」
と
発
言
し
て

い
た
。
そ
の
う
え
で
、「
労
働
組
合
と

従
業
員
代
表
、
そ
し
て
フ
ォ
ル
ク
ス

ワ
ー
ゲ
ン
に
よ
る
共
同
決
定
の
仕
組

み
と
協
力
関
係
を
尊
重
す
る
組
織
化

を
開
始
す
る
」
と
の
声
明
を
発
表
し

て
い
た
。

　

経
営
側
に
協
力
す
る
と
い
う
Ｕ
Ａ

Ｗ
の
組
織
化
戦
略
に
は
フ
ォ
ル
ク
ス

ワ
ー
ゲ
ン
側
の
思
惑
が
一
致
し
た
も

の
だ
っ
た
の
で
あ
る
。

Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
の
協
力

　

協
議
は
二
〇
一
三
年
八
月
以
降
も

継
続
し
て
い
た
。
そ
の
間
に
、
Ｕ
Ａ

Ｗ
は
Ｉ
Ｇ
メ
タ
ル
お
よ
び
ド
イ
ツ
の

フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
の
従
業
員
代

表
組
織
と
協
力
関
係
を
強
め
て
い
っ

た
。

　

そ
の
関
係
に
基
づ
き
、
Ｉ
Ｇ
メ
タ

ル
会
長
ベ
ル
ト
ー
ル
ド
・
フ
ー
バ
ー

氏
は
、「
世
界
中
の
工
場
の
労
働
条
件

を
維
持
す
る
た
め
に
は
、
多
国
籍
企

業
の
労
働
者
を
代
表
す
る
組
織
同
士

が
直
接
に
対
話
を
し
て
、
協
力
関
係

を
つ
く
る
こ
と
が
欠
か
せ
な
い
」
と

す
る
書
簡
を
チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
工
場
の

従
業
員
に
送
り
、
Ｕ
Ａ
Ｗ
の
組
織
化

を
支
援
し
た
。
チ
ャ
タ
ヌ
ー
ガ
工
場

の
使
用
者
側
も
Ｕ
Ａ
Ｗ
の
組
織
化
活

動
を
工
場
内
で
行
う
こ
と
を
許
可
す

る
と
い
う
、
米
国
内
の
外
国
自
動
車

工
場
で
は
異
例
の
措
置
を
と
っ
て
い

た
。

過
半
数
の
従
業
員
が
組
織
化

に
賛
成

　

Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ａ
は
、
使
用
者
と
の
団
体

交
渉
を
労
働
者
の
代
表
に
委
ね
る
か

ど
う
か
の
判
断
を
、
従
業
員
に
よ
る

カ
ー
ド
チ
ェ
ッ
ク
と
投
票
の
二
段
階

で
行
っ
て
い
る
。
従
業
員
を
対
象
に
、

団
体
交
渉
を
労
働
組
合
に
委
ね
る
か

ど
う
か
尋
ね
る
も
の
が
カ
ー
ド

チ
ェ
ッ
ク
で
あ
る
。
そ
の
数
が
対
象

と
な
る
従
業
員
数
の
三
分
の
一
を
超

え
れ
ば
、
従
業
員
に
よ
る
投
票
が
実

施
さ
れ
る
。
そ
の
管
理
を
す
る
の
は

全
国
労
働
関
係
委
員
会（
Ｎ
Ｌ
Ｒ
Ｂ
）

で
あ
る
。
投
票
の
結
果
、
過
半
数
の

従
業
員
が
賛
成
票
を
投
じ
れ
ば
、
労

働
組
合
は
使
用
者
と
合
法
的
に
団
体

交
渉
を
行
う
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
こ

と
に
な
る
。
カ
ー
ド
チ
ェ
ッ
ク
の
段

階
で
、
す
で
に
過
半
数
を
超
え
る
従

業
員
が
賛
成
し
て
い
る
と
Ｕ
Ａ
Ｗ
は

表
明
し
て
お
り
、
二
月
一
二
日
か
ら

一
四
日
の
日
程
で
投
票
が
行
わ
れ
る

こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

経
営
協
力
と
労
組
以
外
グ
ル

ー
プ
と
の
連
携

　

Ｕ
Ａ
Ｗ
は
二
月
四
日
、
五
日
の
日

程
で
ワ
シ
ン
ト
ン
Ｄ
・
Ｃ
で
「
全
国

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ

グ
ラ
ム
、
立
法
大
会
」
と
題
す
る
年

次
会
議
を
開
催
し
た
。

　

そ
の
壇
上
で
、
キ
ン
グ
会
長
は
、

経
営
に
協
力
的
な
団
体
交
渉
に
よ
っ

て
、
メ
キ
シ
コ
な
ど
海
外
に
出
て
い

た
工
場
が
米
国
内
に
回
帰
し
、
二
〇

一
一
年
以
降
で
二
万
人
の
雇
用
が
新

た
に
生
ま
れ
た
こ
と
を
紹
介
し
た
。

そ
の
う
え
で
、
外
国
自
動
車
工
場
へ

の
さ
ら
な
る
組
織
化
の
進
展
と
、
そ

の
た
め
に
、
環
境
保
護
や
貧
困
問
題
、

移
民
、
宗
教
、
人
権
と
い
っ
た
労
組

以
外
の
グ
ル
ー
プ
と
の
連
携
を
強
化

す
る
と
述
べ
た
。
そ
の
グ
ル
ー
プ
と

は
、
環
境
保
護
団
体
シ
エ
ラ
ク
ラ
ブ

や
グ
リ
ー
ン
ピ
ー
ス
と
い
っ
た
団
体

の
ほ
か
、
グ
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
に

よ
る
産
業
育
成
と
雇
用
創
出
を
め
ざ

す
労
働
組
合
と
環
境
保
護
団
体
、
企

業
と
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
で
あ
る
ブ

ル
ー
・
グ
リ
ー
ン
・
ア
ラ
イ
ア
ン
ス

が
含
ま
れ
て
い
る
。

　

そ
し
て
、
組
織
化
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト

と
し
て
、
ミ
シ
シ
ッ
ピ
ー
州
の
日
産

工
場
と
ア
ラ
バ
マ
州
の
メ
ル
セ
デ
ス

工
場
の
名
前
を
あ
げ
た
。
そ
の
う
ち
、

シ
エ
ラ
ク
ラ
ブ
会
長
マ
イ
ケ
ル
・
ブ

リ
ュ
ネ
氏
が
日
産
の
社
長
兼
Ｃ
Ｅ
Ｏ

の
カ
ル
ロ
ス
・
ゴ
ー
ン
氏
に
、
組
織

化
を
促
す
個
人
的
な
書
簡
を
送
っ
た

こ
と
が
紹
介
さ
れ
た
ほ
か
、
グ
リ
ー

ン
ピ
ー
ス
と
ブ
ル
ー
・
グ
リ
ー
ン
・

ア
ラ
イ
ア
ン
ス
の
会
長
も
日
産
ミ
シ

シ
ッ
ピ
ー
工
場
の
組
織
化
を
支
持
す

る
こ
と
を
表
明
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー

ゲ
ン
の
よ
う
に
従
業
員
代
表
制
を
求

め
る
企
業
に
対
し
て
は
、
経
営
協
力

に
応
え
る
か
た
ち
で
組
織
化
を
進
め

つ
つ
、
組
織
化
を
良
し
と
し
な
い
企

業
に
対
し
て
は
、
労
組
以
外
の
グ

ル
ー
プ
と
連
携
し
て
、
社
会
的
な
支

海
外
労
働
事
情

ア
メ
リ
カ

全
米
自
動
車
労
組
に
よ
る
外
国
自
動
車

工
場
の
組
織
化
の
試
み
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の
二
三
二
万
人
、
失
業
率
も
前
期
か

ら
マ
イ
ナ
ス
〇
・
五
ポ
イ
ン
ト
と
一

九
九
七
年
以
来
の
改
善
幅
に
よ
り

七
・
一
％
に
低
下
し
、
若
年
失
業
者

数
な
ら
び
に
長
期
失
業
者
数
に
も
顕

著
な
減
少
が
み
ら
れ
た
。

　

好
調
に
拡
大
す
る
雇
用
と
は
裏
腹

に
、
賃
金
水
準
は
低
迷
が
続
い
て
お

り
、
労
働
市
場
統
計
に
よ
れ
ば
、
不

況
期
以
降
の
賃
金
上
昇
率
は
ほ
ぼ
一

貫
し
て
消
費
者
物
価
上
昇
率
を
下

回
っ
て
い
る
。
直
近
の
デ
ー
タ
で
は
、

九
―
一
一
月
期
ま
で
の
一
年
間
の
賃

金
上
昇
率
（
被
用
者
、
税
引
き
前
）

は
〇
・
九
％
で
、
一
一
月
の
消
費
者

物
価
上
昇
率
（
対
前
年
同
期
比
）
二
・

一
％
を
下
回
っ
て
い
る
。
同
様
の
状

況
は
不
況
期
以
降
ほ
ぼ
変
わ
ら
ず
続

い
て
お
り
、
賃
金
上
昇
率
と
物
価
上

昇
率
の
差
は
二
〇
〇
八
年
以
降
の
平

均
で
一
・
三
％
、
も
っ
と
も
大
き
い

と
き
で
三
％
に
達
し
て
い
る
。

　

賃
金
水
準
が
改
善
し
な
い
理
由
と

し
て
、
様
々
な
指
摘
が
な
さ
れ
て
い

る
。
長
期
的
な
要
因
と
し
て
は
、
雇

用
の
質
の
劣
化
が
あ
げ
ら
れ
る
。
雇

用
全
体
に
占
め
る
サ
ー
ビ
ス
業
就
業

者
の
比
率
の
拡
大
、
ま
た
多
様
な
非

正
規
労
働
者
の
増
加
な
ど
、
相
対
的

に
賃
金
水
準
の
低
い
労
働
者
の
増
加

が
平
均
賃
金
を
押
し
下
げ
て
い
る
と

い
う
も
の
だ
。
一
方
、
よ
り
短
期
的

な
要
因
と
し
て
は
、
景
気
後
退
の
影

響
や
、
回
復
期
に
お
け
る
生
産
性
の

低
迷
、
あ
る
い
は
歳
出
削
減
に
伴
う

公
共
部
門
で
の
人
員
削
減
・
賃
金
抑

制
な
ど
の
影
響
が
い
わ
れ
て
い
る
。

　

シ
ン
ク
タ
ン
クR

esolution 

F
oundation

に
よ
れ
ば
、
近
年
の

低
賃
金
層
の
拡
大
は
若
年
労
働
者
や

男
性
、
販
売
・
顧
客
サ
ー
ビ
ス
お
よ

び
未
熟
練
職
種
の
労
働
者
、
ま
た
ホ

テ
ル
・
レ
ス
ト
ラ
ン
業
な
ら
び
に
小

売
業
の
労
働
者
で
顕
著
だ
と
い
う
。

同
シ
ン
ク
タ
ン
ク
は
、
長
期
間
の
賃

金
デ
ー
タ
に
基
づ
く
分
析
に
よ
り
、

低
賃
金
労
働
者
は
長
期
間
に
わ
た
り

低
賃
金
の
仕
事
に
と
ら
わ
れ
が
ち
な

状
況
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
の

イ
ギ
リ
ス
労
働
組
合
会
議（
Ｔ
Ｕ
Ｃ
）

は
、
就
業
率
と
雇
用
の
質（
１
）に
関

す
る
分
析
か
ら
、
就
業
率
は
不
況
以

前
の
水
準
に
戻
り
つ
つ

あ
る
が
、
雇
用
の
質
は

不
況
以
降
大
き
く
低
下

し
た
ま
ま
回
復
が
遅
れ

て
い
る
と
し
て
い
る
。

Ｔ
Ｕ
Ｃ
の
試
算
で
は
、

政
権
交
代
以
降
の
雇
用

増
の
八
割
が
低
賃
金
部

門
（
平
均
賃
金
が
八
ポ

ン
ド
未
満
）
で
の
も
の

で
あ
っ
た
と
い
う
。

　

賃
金
水
準
の
不
況
期

前
後
の
水
準
へ
の
回
復

に
は
、
今
後
数
年
を
要

す
る
と
の
見
方
が
強
い
。

例
え
ば
政
府
の
予
算
責

任
局
（
Ｏ
Ｂ
Ｒ
）
は
、

二
〇
〇
九
年
度
レ
ベ
ル

の
実
質
賃
金
の
水
準
に

は
二
〇
一
八
年
度
ま
で

回
復
し
な
い
と
予
測
し

て
お
り
、
ま
た
現
地
メ

デ
ィ
ア
に
よ
れ
ば
、
シ

ン
ク
タ
ン
ク
の
Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｓ
Ｒ
も
同
様

に
、
回
復
に
は
二
〇
二
〇
年
ま
で
期

間
を
要
す
る
と
見
て
い
る
と
い
う
。

就
労
世
帯
の
貧
困
が
拡
大

　

賃
金
水
準
の
低
迷
に
よ
り
、
就
労

者
の
貧
困
（
い
わ
ゆ
る
ワ
ー
キ
ン
グ

プ
ア
）
の
増
加
が
進
ん
で
い
る
と
み

ら
れ
る
。
統
計
局
の
推
計
に
よ
れ
ば
、

二
〇
〇
七
～
二
〇
一
二
年
の
間
に
、

非
退
職
世
帯
当
た
り
の
就
労
を
通
じ

た
収
入
（
賃
金
・
給
与
）
の
平
均
額

は
、
三
万
三
一
〇
〇
ポ
ン
ド
か
ら
二

万
八
三
〇
〇
ポ
ン
ド
へ
四
八
〇
〇
ポ

ン
ド
減
少
し
た
の
に
対
し
て
、
世
帯

イ
ギ
リ
ス

低
賃
金
労
働
者
の
貧
困
層
が
拡
大

持
を
得
る
こ
と
で
組
織
化
を
す
す
め

る
と
い
う
二
つ
の
方
向
を
Ｕ
Ａ
Ｗ
は

と
っ
て
い
る
。

労
働
組
合
の
反
転
に
な
る
か

　

今
回
の
組
織
化
の
動
き
が
、
も
と

も
と
労
働
組
合
の
勢
力
が
弱
く
、
政

治
的
に
も
労
働
組
合
を
排
除
す
る
傾

向
が
強
か
っ
た
南
部
で
、
労
働
組
合

勢
力
の
反
転
を
も
た
ら
す
か
ど
う
か

が
注
目
さ
れ
る
。
労
働
組
合
は
企
業

競
争
力
の
足
か
せ
と
な
り
、
雇
用
創

出
に
と
っ
て
も
障
害
と
な
る
と
す
る

声
が
近
年
高
ま
っ
て
お
り
、
労
働
組

合
の
組
織
化
を
難
し
く
す
る
法
改
正

が
州
レ
ベ
ル
で
近
年
続
い
て
い
た
。

今
回
の
Ｕ
Ａ
Ｗ
の
組
織
化
の
試
み
は
、

ド
イ
ツ
式
の
従
業
員
代
表
に
よ
る
生

産
性
と
品
質
の
向
上
を
意
識
し
た
労

働
組
合
と
、
経
営
側
の
協
力
関
係
と

共
同
決
定
の
仕
組
み
を
導
入
す
る
こ

と
を
め
ざ
し
て
い
る
。
ま
た
、
国
境

を
超
え
た
産
業
別
労
働
組
合
同
士
の

協
力
関
係
の
下
で
進
め
ら
れ
て
い
る

と
い
う
こ
と
も
特
徴
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
動
き
は
、
企
業
競
争
力

を
高
め
る
た
め
の
労
働
組
合
と
経
営

側
の
協
力
関
係
や
、
ア
メ
リ
カ
に
お

け
る
従
業
員
代
表
制
の
在
り
方
、
グ

ロ
ー
バ
ル
企
業
の
活
動
に
お
い
て
、

大
き
な
波
及
効
果
が
あ
る
と
思
わ
れ

る
。
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景
気
の
持
続
的
な
拡
大
を
背
景
に

雇
用
が
継
続
的
に
増
加
、
三
〇
〇
〇

万
人
を
超
え
て
記
録
的
な
水
準
を
更

新
し
て
い
る
。
失
業
率
も
急
速
に
低

下
し
、
と
り
わ
け
こ
れ
ま
で
目
立
っ

た
減
少
が
見
ら
れ
な
か
っ
た
長
期
失

業
者
や
若
年
失
業
者
に
、
改
善
の
兆

し
が
見
ら
れ
る
。
一
方
で
、
賃
金
は

依
然
と
し
て
物
価
上
昇
率
を
下
回
る

伸
び
が
続
い
て
お
り
、
低
賃
金
労
働

者
の
貧
困
の
拡
大
が
懸
念
さ
れ
て
い

る
。

雇
用
は
改
善
、
実
質
賃
金
は

減
少

　

統
計
局
が
一
月
に
公
表
し
た
労
働

市
場
統
計
に
よ
れ
ば
、
九
―
一
一
月

期
の
就
業
者
数
は
三
〇
一
五
万
人

（
前
期
か
ら
二
八
万
人
増
）
と
記
録

的
な
水
準
を
更
新
し
、
就
業
率
は
七

二
・
一
％
と
な
っ
た
。
就
業
者
数
は

フ
ル
タ
イ
ム
を
中
心
に
拡
大
、
ま
た

自
営
業
者
が
顕
著
に
増
加
（
一
四
万

七
〇
〇
〇
人
増
）
し
て
い
る
。
一
方
、

失
業
者
数
は
一
六
万
七
〇
〇
〇
人
減
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平
均
の
社
会
保
障
給
付
額
は
三
一
〇

〇
ポ
ン
ド
か
ら
四
六
〇
〇
ポ
ン
ド
に

増
加
し
て
い
る
。
統
計
局
は
、
所
得

の
減
少
に
伴
っ
て
、
税
額
控
除
な
ど

低
所
得
層
向
け
給
付
制
度
の
適
用
対

象
と
な
る
世
帯
が
増
加
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
と
分
析
し
て
い
る
。

　

貧
困
や
社
会
的
疎
外
な
ど
の
問
題

を
扱
う
ジ
ョ
セ
フ
・
ロ
ー
ン
ツ
リ
ー

財
団
の
分
析
に
よ
れ
ば
、
二
〇
一
一

―
一
二
年
に
低
所
得
世
帯
（
世
帯
当

た
り
平
均
所
得
の
六
割
を
下
回
る
世

帯
）
に
属
す
る
層
は
一
三
〇
〇
万
人
、

う
ち
六
七
〇
万
人
は
就
労
世
帯
層
で
、

就
労
世
帯
の
貧
困
層
が
初
め
て
過
半

数
を
超
え
た
ほ
か
、
子
供
の
い
な
い

就
労
世
帯
層
の
比
率
も
過
去
最
高
と

な
っ
た
。
一
方
、
退
職
世
帯
層
の
比

率
は
三
〇
年
来
の
低
水
準
に
あ
る
と

い
う
。
な
お
報
告
書
は
、
就
労
世
帯

の
貧
困
状
態
に
影
響
す
る
低
賃
金
以

外
の
要
因
と
し
て
、
就
労
者
向
け
給

付
（
税
額
控
除
な
ど
）
の
受
給
状
況
、

配
偶
者
の
所
得
、
家
族
の
規
模
、
住

宅
費
、
ま
た
労
働
時
間
な
ど
を
あ
げ

て
い
る
。
な
お
、
低
所
得
の
就
労
世

帯
に
属
す
る
成
人
三
〇
六
万
人
の
う

ち
お
よ
そ
六
九
万
人
（
二
三
％
）
は
、

世
帯
の
す
べ
て
の
成
人
が
フ
ル
タ
イ

ム
労
働
者
で
あ
る
と
い
う
。

　

近
年
の
物
価
水
準
の
上
昇
は
、
食

料
品
や
電
気
・
ガ
ス
・
そ
の
他
燃
料

な
ど
の
料
金
、
公
共
交
通
料
金
な
ど

生
活
と
密
接
に
関
連
す
る
領
域
で
と

り
わ
け
顕
著
で
、
低
賃
金
・
低
所
得

層
の
生
活
水
準
の
低
下
を
招
い
て
い

る
と
の
見
方
が
強
い
。
シ
ン
ク
タ
ン

ク
の
Ｉ
Ｆ
Ｓ
は
、
不
況
期
以
降
二
〇

一
三
年
度
ま
で
の
物
価
上
昇
の
影
響

は
、
富
裕
層
一
〇
％
よ
り
最
貧
層
一

〇
％
で
七
・
一
ポ
イ
ン
ト
高
か
っ
た

と
推
計
し
て
い
る
。
自
治
体
や
ジ
ョ

ブ
セ
ン
タ
ー
な
ど
か
ら
の
紹
介
に
よ

り
、
低
所
得
層
に
対
し
て
無
料
で
食

料
を
提
供
す
る
「
フ
ー
ド
バ
ン
ク
」

（
主
に
一
般
か
ら
の
寄
付
で
運
営
）

の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
大
手
非
営

利
団
体
の
ト
ラ
ッ
セ
ル
・
ト
ラ
ス
ト

に
よ
れ
ば
、
二
〇
一
三
年
九
月
ま
で

の
六
カ
月
間
の
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
は

三
五
万
五
九
八
五
人
で
、
既
に
昨
年

度
一
年
間
の
利
用
者
数
（
三
四
万
六

九
九
二
人
）を
上
回
っ
た
と
い
う（
昨

年
同
期
比
で
は
三
倍
）。
こ
れ
に
は
、

社
会
保
障
給
付
に
関
す
る
近
年
の
制

度
改
正
の
影
響
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

同
団
体
が
利
用
者
に
対
し
て
、
フ
ー

ド
バ
ン
ク
を
利
用
す
る
に
至
っ
た
理

由
を
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
多
く
が
給
付

支
払
い
の
遅
延
や
制
度
変
更
を
あ
げ

（
そ
れ
ぞ
れ
三
〇
％
と
一
五
％
）、

低
所
得
を
理
由
に
あ
げ
た
者
は
一

八
％
、
失
業
は
四
％
で
あ
っ
た
。

　

利
用
者
の
増
加
に
、
社
会
保
障
給

付
の
削
減
が
影
響
し
た
と
指
摘
す
る

声
は
多
い
が
、
政
府
は
明
確
な
証
拠

が
な
い
と
し
て
こ
れ
を
否
定
し
て
い

る
。
政
府
は
、
給
付
削
減
策
を
実
施

す
る
一
方
で
、
低
所
得
層
へ
の
対
応

策
と
し
て
、
所
得
税
の
課
税
限
度
額

引
き
上
げ
を
実
施
し
た
と
し
て
い
る
。

た
だ
し
、
Ｉ
Ｆ
Ｓ
は
こ
う
し
た
施
策

の
低
所
得
層
に
対
す
る
所
得
改
善
の

効
果
は
期
待
で
き
な
い
（
所
得
が
課

税
対
象
と
な
る
下
限
額
に
達
し
な
い

者
が
多
い
）
と
し
て
、
就
労
者
向
け

給
付
（
税
額
控
除
な
ど
）
の
拡
充
を

提
言
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
低
賃
金

層
に
対
す
る
こ
う
し
た
給
付
は
、
企

業
に
対
す
る
間
接
的
な
補
助
に
あ
た

る
と
の
批
判
も
あ
る
。

対
策
は
最
賃
引
き
上
げ
や

「
生
活
賃
金
」
の
普
及

　

低
賃
金
層
の
増
加
や
賃
金
格
差
の

拡
大
、
最
近
の
持
続
的
な
景
気
回
復
、

さ
ら
に
、
就
労
は
給
付
受
給
よ
り
高

い
収
入
を
保
証
す
る
と
す
る
政
府
の

政
策
方
針
な
ど
か
ら
も
、
企
業
に
対

す
る
賃
金
水
準
引
き
上
げ
へ
の
圧
力

が
高
ま
っ
て
い
る
と
い
え
る
。
政
府

の
諮
問
を
受
け
て
、
昨
年
一
〇
月
に

公
表
さ
れ
た
社
会
階
層
移
動
・
児
童

貧
困
委
員
会
の
報
告
書（
２
）も
、
賃

金
水
準
の
低
下
に
よ
り
、
就
労
で
生

活
を
支
え
る
こ
と
が
不
可
能
と
な
り

つ
つ
あ
る
状
況
を
指
摘
、
就
労
税
額

控
除
等
の
公
的
な
所
得
補
助
で
は
こ

れ
を
補
う
こ
と
は
出
来
な
い
と
し
て
、

雇
用
主
に
対
し
て
よ
り
高
い
賃
金
の

支
払
い
を
求
め
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
、
低
賃
金
層
の
賃
金
水

準
引
き
上
げ
に
一
定
の
役
割
を
果
た

し
て
き
た
の
は
、
一
九
九
九
年
に
導

入
さ
れ
た
全
国
最
低
賃
金
制
度
だ
。

最
賃
額
は
毎
年
改
定
さ
れ
て
お
り
、

直
近
で
は
昨
年
一
〇
月
に
改
定
が
行

わ
れ
た
と
こ
ろ
だ
が
、
こ
こ
二
年
間

は
、
雇
用
へ
の
悪
影
響
を
懸
念
し
て
、

改
定
幅
は
物
価
上
昇
率
未
満
に
抑
制

さ
れ
て
い
る（
３
）。
最
賃
制
度
を
所

管
す
る
ケ
ー
ブ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
相
は
昨

年
九
月
、
本
格
的
な
景
気
回
復
の
兆

し
を
背
景
に
、
最
低
賃
金
に
関
す
る

諮
問
機
関
で
あ
る
低
賃
金
委
員
会
に

対
し
て
、
こ
れ
ま
で
以
上
の
最
賃
引

き
上
げ
に
必
要
な
経
済
条
件
な
ど
を

検
討
す
る
よ
う
要
請
し
た
。
ま
た
こ

の
一
月
に
も
、
オ
ズ
ボ
ー
ン
財
相
が

イ
ン
フ
レ
率
を
上
回
る
最
賃
額
の
引

き
上
げ
を
容
認
す
る
意
向
を
示
し
た

と
こ
ろ
だ
。
並
行
し
て
、
違
反
雇
用

主
に
対
す
る
罰
金
（
現
在
は
未
払
い

総
額
の
五
〇
％
）
の
上
限
額
を
現
行

の
五
〇
〇
〇
ポ
ン
ド
か
ら
二
万
ポ
ン

ド
に
、
算
定
方
法
も
未
払
い
総
額
の

一
〇
〇
％
に
引
き
上
げ
る
制
度
改
正

が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
罰
則
強
化
に

よ
り
制
度
順
守
の
促
進
を
図
る
狙
い

だ
。

　

一
方
で
、
低
賃
金
層
に
最
低
賃
金

よ
り
高
い
水
準
の
賃
金
支
払
い
を
求

め
る
「
生
活
賃
金
」（living w

age

）

が
、
非
営
利
団
体
に
よ
り
提
唱
さ
れ

て
い
る
。
ロ
ン
ド
ン
な
ど
の
都
市
部

で
は
、
生
活
に
要
す
る
費
用
が
地
方

に
比
べ
て
高
く
な
る
こ
と
か
ら
、
最

低
限
の
生
活
の
維
持
に
必
要
な
所
得

水
準
を
生
活
賃
金
と
し
て
毎
年
公
表

し
、
自
治
体
や
企
業
な
ど
の
雇
用
主

に
自
発
的
な
参
加
を
求
め
る
運
動
で
、

労
組
や
教
会
な
ど
を
中
心
に
始
ま
っ

た
も
の
だ
。
法
的
な
拘
束
力
は
な
い

が
、
現
在
ロ
ン
ド
ン
を
含
む
複
数
の

自
治
体
や
一
部
の
民
間
企
業
な
ど
の

参
加
を
得
て
お
り
、
運
動
を
主
催
す

るL
iving W

age F
oundation

に

よ
り
認
定
さ
れ
た
参
加
組
織
は
昨
年

の
七
八
か
ら
四
三
二
組
織
に
拡
大
、

雇
用
者
数
で
二
五
万
人
を
数
え
る
と

い
う
。
昨
年
一
一
月
の
改
定
に
よ
り
、

ロ
ン
ド
ン
で
は
時
間
当
た
り
八
・
八

〇
ポ
ン
ド
、そ
れ
以
外
の
地
域
で
七
・

六
五
ポ
ン
ド
と
な
っ
た
（
４
）。
改

定
に
合
わ
せ
て
公
表
さ
れ
た
Ｋ
Ｐ
Ｍ

Ｇ
の
レ
ポ
ー
ト
は
、
生
活
賃
金
未
満

の
賃
金
水
準
に
あ
る
世
帯
人
口
は
昨

年
の
四
八
二
万
人
か
ら
五
二
四
万
人

へ
と
約
四
〇
万
人
増
加
し
た
と
推
計

し
て
い
る
。

［
注
］

１　

実
質
賃
金
の
水
準
と
、
不
完
全
雇
用

（
フ
ル
タ
イ
ム
の
仕
事
が
得
ら
れ
な
い

た
め
に
パ
ー
ト
労
働
に
従
事
し
て
い
る

と
回
答
し
た
者
の
数
）
か
ら
算
定
。

２　

S
ocial M

obility and C
hild 

P
overty C

om
m

ission "S
ocial 

m
obility: the next steps" (2013) 

３　

一
〇
月
の
改
定
額
は
、
二
一
歳
以
上

向
け
の
基
本
額
が
六
・
三
一
ポ
ン
ド
（
一

二
ペ
ン
ス
‐
一
・
九
％
増
）、
一
八
‐
二

〇
歳
向
け
が
五
・
〇
三
ポ
ン
ド
（
五
ペ

ン
ス
‐
一
・
一
％
増
）、
一
六
‐
一
七
歳

向
け
が
三
・
七
二
ポ
ン
ド
（
四
ペ
ン
ス
‐

一
・
〇
％
増
）。
ま
た
ア
プ
レ
ン
テ
ィ
ス

向
け
額
を
二
・
六
八
ポ
ン
ド
（
三
ペ
ン
ス
・

一
・
一
％
増
）
に
引
き
上
げ
た
。

４　

昨
年
の
七
・
四
五
ポ
ン
ド
・
八
・
五

五
ポ
ン
ド
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
二
〇
ペ
ン
ス

（
二
・
六
％
）と
二
五
ペ
ン
ス（
二
・
九
％
）

の
引
き
上
げ
と
な
り
、
ほ
ぼ
物
価
上
昇

率
と
同
等
の
引
き
上
げ
幅
。

【
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資
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連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
（
Ｂ

Ａ
）
に
よ
る
と
、
二
〇
一
三
年
、
欧

州
債
務
危
機
の
影
響
の
強
か
っ
た
南

欧
の
国
々
や
労
働
市
場
の
完
全
開
放

が
進
む
中
・
東
欧
の
国
々
の
出
身
者

を
中
心
に
、
ド
イ
ツ
国
内
の
就
労
人

口
が
増
加
し
て
い
た
こ
と
が
わ
か
っ

た
。
だ
が
、
ド
イ
ツ
で
は
同
時
に
、

そ
れ
ら
の
国
籍
を
有
す
る
失
業
者
も

増
加
し
て
お
り
、
裁
判
所
で
は
、
そ

れ
ら
Ｅ
Ｕ
域
内
外
国
人
に
対
す
る

「
失
業
給
付
Ⅱ
」
の
支
払
い
を
拒
否

で
き
る
か
が
争
わ
れ
て
い
る
。

就
労
者
増
加
分
の
約
四
〇
％

は
中
・
東
・
南
欧
出
身
者

　

Ｂ
Ａ
の
調
査
に
よ
る
と
、
二
〇
一

一
年
五
月
に
労
働
市
場
の
完
全
開
放

が
実
施
さ
れ
た
国
々
（
ポ
ー
ラ
ン
ド
、

ハ
ン
ガ
リ
ー
、
チ
ェ
コ
、
ス
ロ
バ
キ

ア
、
ス
ロ
ベ
ニ
ア
、
バ
ル
ト
三
国
：

以
下
「
グ
ル
ー
プ
①
」）
出
身
の
二

〇
一
三
年
一
一
月
時
点
に
お
け
る
就

労
者
数
は
、
そ
の
一
年
前
と
比
較
し

て
、
数
に
し
て
約
七
万
五
〇
〇
〇
人
、

割
合
に
し
て
約
二
〇
％
の
増
加
を
記

録
し
た
。
同
じ
く
、
二
〇
一
四
年
一

月
一
日
か
ら
労
働
市
場
の
完
全
開
放

が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
国
々

（
ブ
ル
ガ
リ
ア
・
ル
ー
マ
ニ
ア
：
以

下
「
グ
ル
ー
プ
②
」）
は
約
二
万
九

千
人
（
約
二
四
％
）
の
増
加
、
欧
州

債
務
危
機
の
影
響
が
大
き
か
っ
た
い

わ
ゆ
る
Ｇ
Ｉ
Ｐ
Ｓ
諸
国（
ギ
リ
シ
ャ
・

イ
タ
リ
ア
・
ポ
ル
ト
ガ
ル
・
ス
ペ
イ

ン
：
以
下
「
グ
ル
ー
プ
③
」）
も
約

三
万
八
〇
〇
〇
人
（
約
八
％
）
の
増

加
と
な
っ
た
。
こ
れ
ら
の
合
計
は
、

ド
イ
ツ
全
土
に
お
け
る
就
労
者
の
増

加
数
の
約
四
〇
・
二
％
を
占
め
る
数

字
で
あ
る
（
ド
イ
ツ
全
土
で
は
、
約

三
五
万
三
〇
〇
〇
人
（
約
一
％
）
の

増
加
）。

失
業
者
・
失
業
給
付
Ⅱ
受
給

者
は
よ
り
顕
著
な
伸
び

　

し
か
し
そ
れ
以
上
に
、
こ
れ
ら
の

国
々
出
身
の
失
業
者
が
国
内
で
顕
著

な
伸
び
を
示
し
て
い
る
。
ド
イ
ツ
全

土
に
お
け
る
失
業
者
の
増
加
率
は
〇
．

五
％
に
過
ぎ
な
い
の
に
対
し
、
前
述

の
中
・
東
・
南
欧
諸
国
出
身
者
の
そ

れ
は
、
グ
ル
ー
プ
①
で
二
四
％
、
グ

ル
ー
プ
②
で
五
二
％
、
グ
ル
ー
プ
③

で
一
三
％
（
ス
ペ
イ
ン
に
限
定
す
る

と
三
四
％
）
に
も
の
ぼ
る
。

　

さ
ら
に
、「
失
業
給
付
Ⅱ
」（
＝
租
税

を
財
源
と
す
る
求
職
者
向
け
基
礎
保

障
給
付
）
の
受
給
者
も
、
こ
れ
に
歩

調
を
合
わ
せ
る
よ
う
な
伸
び
を
見
せ

て
い
る
の
で
あ
る
（
グ
ル
ー
プ
①
：

一
九
％
増
、
グ
ル
ー
プ
②
：
五
〇
％

増
、
グ
ル
ー
プ
③
：
一
〇
％
増
（
ス

ペ
イ
ン
に
限
定
す
る
と
三
〇
％
増
）、

ド
イ
ツ
全
土
：
〇
・
一
％
増
）。

ド
イ
ツ
に
出
自
を
持
た
な
い

失
業
者
へ
の
対
応
が
急
務
に

　

こ
の
よ
う
な
移
民
増
加
に
と
も
な

い
、
Ｂ
Ａ
や
地
方
公
共
団
体
な
ど
は

各
種
対
応
に
追
わ
れ
て
い
る
。

　

そ
の
一
つ
が
、
失
業
給
付
Ⅱ
の
申

請
用
紙
に
使
用
す
る
言
語
の
拡
大
で

あ
る
。
こ
れ
ま
で
は
、
独
語
、
英
語
、

ト
ル
コ
語
、
露
語
の
四
カ
国
語
し
か

記
載
が
な
か
っ
た
が
、
申
請
実
務
に

お
け
る
経
験
等
を
参
考
に
、
二
〇
一

四
年
四
月
よ
り
、
使
用
言
語
が
一
気

に
一
三
カ
国
語
（
伊
語
、
ポ
ー
ラ
ン

ド
語
、
西
語
、
仏
語
、
ア
ラ
ビ
ア
語
、

セ
ル
ビ
ア
語
、
ク
ロ
ア
チ
ア
語
、
ギ

リ
シ
ャ
語
、ポ
ル
ト
ガ
ル
語
が
追
加
）

へ
と
拡
大
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

し
か
し
、
よ
り
重
要
な
の
は
、
い

わ
ゆ
る
「
社
会
保
障
ツ
ー
リ
ズ
ム
」

へ
の
対
応
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
の
失
業

給
付
Ⅱ
は
、
社
会
保
険
料
の
納
付
が

な
く
と
も
、
就
労
可
能
性
や
要
扶
助

性
等
が
存
す
る
限
り
、
地
域
の
窓
口

に
受
給
申
請
を
す
る
こ
と
が
原
則
可

能
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
こ
の
失
業

給
付
Ⅱ
を
目
当
て
と
す
る
移
民
の
流

入
に
、
ど
う
対
応
す
る
か
が
大
き
な

問
題
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

Ｅ
Ｕ
市
民
に
対
す
る
失
業
給

付
Ⅱ
の
支
給
拒
否
は
可
能
か

　

こ
の
点
、
ド
イ
ツ
の
現
行
法
は
、

ド
イ
ツ
国
内
に
移
住
し
職
探
し
を
し

て
い
る
Ｅ
Ｕ
市
民
は
原
則
と
し
て
扶

助
給
付
の
権
利
を
有
し
な
い
、
と
い

う
「
排
除
条
項
」
を
例
外
と
し
て
設

け
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
排
除
条

項
を
め
ぐ
っ
て
、
全
国
各
地
で
Ｅ
Ｕ

域
内
の
外
国
人
か
ら
訴
え
が
提
起
さ

れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

裁
判
所
に
お
け
る
判
断
は
、
第
二

審
レ
ベ
ル
だ
け
み
て
も
、
ま
ち
ま
ち

で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
ノ
ル
ト
ラ
イ

ン
＝
ヴ
ェ
ス
ト
フ
ァ
ー
レ
ン
・
ラ
ン

ト
社
会
裁
判
所
は
、
原
告
は
す
で
に

一
年
間
ド
イ
ツ
に
滞
在
し
て
い
る
の

で
あ
る
か
ら
、
こ
の
排
除
基
準
は
も

は
や
適
用
さ
れ
ず
、
し
た
が
っ
て
、

請
求
権
は
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
、

と
い
う
肯
定
的
な
判
断
を
行
っ
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
そ
の
後
に
出
さ
れ

た
ニ
ー
ダ
ー
ザ
ク
セ
ン
＝
ブ
レ
ー
メ

ン
・
ラ
ン
ト
社
会
裁
判
所
は
、
立
法

者
が
Ｅ
Ｕ
市
民
を
意
図
的
に
排
除
し

て
い
る
の
は
社
会
保
障
ツ
ー
リ
ズ
ム

を
回
避
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
り
、

市
町
村
の
財
政
が
厳
し
い
場
合
、
彼

ら
に
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の

は
、
帰
郷
に
か
か
る
費
用
と
そ
れ
ま

で
に
当
面
必
要
と
な
る
費
用
だ
け
で

あ
る
、
と
し
て
請
求
権
認
容
に
否
定

的
な
判
断
を
行
っ
た
。

独
連
邦
社
会
裁
判
所
は
欧
州

司
法
裁
判
所
に
判
断
を
付
託

　

こ
の
よ
う
な
下
級
審
に
お
け
る
対

立
の
中
で
、
こ
の
問
題
に
関
す
る
初

め
て
の
第
三
審
レ
ベ
ル
の
判
断
が
、

ブ
ル
ガ
リ
ア
・
ル
ー
マ
ニ
ア
へ
の
労

働
市
場
の
全
面
開
放
を
目
前
に
控
え

た
二
〇
一
三
年
一
二
月
一
二
日
に
、

連
邦
社
会
裁
判
所
（
Ｂ
Ｓ
Ｇ
）
で
出

さ
れ
た
。

　

こ
の
事
件
は
、
ボ
ス
ニ
ア
系
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
人
一
世
の
女
性
と
そ
の

子
ど
も
の
家
族
が
、
当
初
は
ベ
ル
リ

ン
の
ジ
ョ
ブ
・
セ
ン
タ
ー
か
ら
失
業

給
付
Ⅱ
の
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
て
い
た
が
、
そ
の
後
、
認
定
が
取

り
消
さ
れ
た
た
め
、
女
性
が
裁
判
所

に
訴
え
を
提
起
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
Ｂ
Ｓ
Ｇ
は
、
す

ぐ
に
自
ら
具
体
的
な
結
論
を
提
示
す

る
こ
と
は
回
避
し
、「
ド
イ
ツ
国
内
に

お
け
る
Ｅ
Ｕ
市
民
排
除
条
項
が
有
効

で
あ
る
か
ど
う
か
は
、
Ｅ
Ｕ
法
の
規

定
の
正
し
い
解
釈
を
前
提
と
し
て
行

う
必
要
が
あ
る
」
な
ど
と
し
て
、
欧

州
司
法
裁
判
所
（
Ｅ
ｕ
Ｇ
Ｈ
）
に
こ

の
問
題
に
関
す
る
先
行
判
決
を
行
う

よ
う
付
託
す
る
決
定
を
行
っ
た
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
Ｅ
ｕ
Ｇ
Ｈ
は
今

後
、
ド
イ
ツ
の
社
会
保
障
給
付
に
お

い
て
Ｅ
Ｕ
市
民
と
ド
イ
ツ
国
民
と
を

異
別
に
取
り
扱
う
こ
と
が
Ｅ
Ｕ
法

（
特
に
Ｅ
Ｕ
域
内
に
お
け
る
自
由
移

動
原
則
）
に
違
反
し
な
い
か
ど
う
か
、

判
断
を
行
う
こ
と
に
な
る
。
ニ
ー

ダ
ー
ザ
ク
セ
ン
＝
ブ
レ
ー
メ
ン
・
ラ

ン
ト
社
会
裁
判
所
に
よ
る
と
、
こ
の

問
題
は
、
ド
イ
ツ
全
土
で
約
一
三
万

人
に
影
響
が
あ
る
と
て
も
重
要
な
問

題
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

【
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労
働
省
の
一
二
月
一
六
日
の
発
表

に
よ
る
と
、
二
〇
一
四
年
一
月
か
ら

の
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
（
法
定
最
低
賃
金
）
を

時
給
九
・
四
三
ユ
ー
ロ
か
ら
九
・
五

三
ユ
ー
ロ
に
引
き
上
げ
る
こ
と
に

な
っ
た
。
こ
れ
に
先
立
ち
、
Ｓ
Ｍ
Ｉ

Ｃ
水
準
で
就
労
す
る
労
働
者
に
関
す

る
統
計
数
値
（
二
〇
一
三
年
一
月
時

点
）
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
約
一
九

〇
万
人
が
該
当
し
、
雇
用
労
働
者
の

一
二
・
三
％
を
占
め
る
。
二
〇
一
一

年
一
月
は
一
〇
・
六
％
、
同
年
一
二

月
は
一
一
・
一
％
で
あ
り
、
そ
の
比

率
は
上
昇
傾
向
を
描
い
て
い
る
。

　

フ
ラ
ン
ス
の
法
定
最
低
賃
金
、
Ｓ

Ｍ
Ｉ
Ｃ
（
注
）
は
毎
年
、
物
価
と
賃

金
の
動
向
を
反
映
し
て
、
原
則
と
し

て
一
月
一
日
に
改
定
さ
れ
て
い
る
。

一
二
月
一
六
日
、
二
〇
一
四
年
一
月

の
改
定
額
が
労
働
省
か

ら
発
表
さ
れ
た
。
一
時

間
当
り
九
・
五
三
ユ
ー

ロ
で
、
週
三
五
時
間
の

法
定
労
働
時
間
に
基
づ
い
て
計
算
し

た
月
額
は
一
四
四
五
・
三
八
ユ
ー
ロ

に
な
る
。

　

こ
れ
に
先
立
っ
て
一
二
月
一
一
日

に
は
、
最
低
賃
金
水
準
で
就
労
す
る

労
働
者
数
と
割
合
、
業
種
別
の
特
徴

等
に
関
す
る
調
査
結
果
が
公
表
さ
れ

た
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
実
習
生
及
び

臨
時
従
業
員
を
除
い
た
数
字
と
し
て

約
一
九
〇
万
人
、
率
に
し
て
一
二
・

三
％
が
最
賃
水
準
で
就
労
し
て
お
り
、

二
〇
一
〇
年
以
降
、
率
が
上
昇
す
る

傾
向
に
あ
る
（
一
九
八
七
年
以
降
の

推
移
に
つ
い
て
は
図
表
１
参
照
）。

　

産
業
別
・
業
種
別
に

み
て
み
る
と
、
Ｉ
Ｔ
産

業
で
も
っ
と
も
低
く

二
・
五
％
で
あ
る
一
方
、

ホ
テ
ル
・
レ
ス
ト
ラ
ン
関
連
業
務
で

は
三
九
・
五
％
に
の
ぼ
る
（
図
表
２
）。

ま
た
、フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
で
は
八
・

五
％
で
あ
る
が
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
で

は
二
八
・
六
％
に
跳
ね
上
が
る
。
企

業
規
模
別
に
み
て
み
る
と
、
小
規
模

ほ
ど
最
低
賃
金
水
準
で
働
く
労
働
者

の
比
率
が
高
い
こ
と
が
わ
か
っ
た

（
図
表
３
）。

［
注
］

海
外
労
働
情
報
二
〇
一
二
年
一
一
月
も
参

照
さ
れ
た
い
。
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ス

法
定
最
賃
が
時
間
当
た
り
九
・
五
三
ユ

ー
ロ
へ
―
最
賃
レ
ベ
ル
労
働
者
の
比
率

が
上
昇
傾
向
に

図表１：法定最低賃金水準で就労する労働者の比率の推移

図表２：業種別・フルタイム・パートタイム別割合（％）

図表３：企業規模別割合

全労働者 うちパートタイム労働者

2011年 2013年 2011年 2013年

ＩＴ産業 2.4 2.5 7.6 7.1

金融保険 2.5 3.1 6.8 8.0

教育 5.7 5.3 8.4 7.8

製造業 6.5 6.7 18.5 21.9

建設業 8.1 9.7 16.1 21.6

商店、自動車修理 15.8 16.9 32.9 35.0

ヘルスケア関連 20.6 20.6 29.2 30.8

ホテル、レストラン関連 37.3 39.5 61.0 62.7

資料出所：労働省公表資料より作成

資料出所：労働省公表資料より作成

2011年12月 2013年1月

従業員規模 合計 フル 
タイム

パート 
タイム 合計

フルタイム パートタイム
変動 変動

1人～ 9人 23.6 18.8 36.1 27.6 21.9 3.1 40.9 4.8
1人 31.1 25.6 40.8 35.9 30.5 4.9 43.6 2.8
2人 28.7 23.5 39.3 33.4 26.4 2.9 45.4 6.1
3人～ 5人 24.1 19.4 36.6 27.8 22.2 2.8 40.9 4.3
6人～ 9人 18.3 14.7 30.7 22.3 17.8 3.1 36.5 5.8
10人以上 8.1 5.6 21.5 8.7 5.9 0.3 23.2 1.7
10人～ 19人 11.8 9.5 21.9 12.1 9.6 0.1 23.4 1.5
20人～ 49人 11.6 7.9 28.8 12.7 8.7 0.8 31.6 2.8
50人～ 99人 12.9 8.1 34.7 12.6 7.9 -0.2 32.8 -1.9
100人～ 249人 8.4 6.2 20.8 9.1 6.8 0.6 21.7 0.9
250人～ 499人 6.9 5.2 19.2 7.3 5.5 0.3 19.7 0.5
500人以上 4.8 2.9 15.0 5.5 3.1 0.2 17.9 2.9
全体 11.1 7.8 25.8 12.3 8.5 0.7 28.6 2.8

資料出所：労働省公表資料より作成
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韓
国
で
は
、
時
間
外
労
働
手
当
や

退
職
金
の
算
定
基
礎
と
な
る
通
常
賃

金
の
範
囲
を
め
ぐ
っ
て
数
多
く
の
裁

判
が
提
起
さ
れ
て
い
る
。大
法
院（
最

高
裁
）
の
全
員
合
議
体
は
二
〇
一
三

年
一
二
月
一
八
日
、「
労
働
の
対
価
と

し
て
定
期
的
・
一
律
的
・
固
定
的
に

支
給
さ
れ
る
定
期
賞
与
は
通
常
賃
金

に
当
た
る
が
、
休
暇
費
や
帰
省
費
、

勤
務
実
績
に
応
じ
て
支
給
す
る
賞
与

な
ど
は
該
当
し
な
い
」
と
い
う
判
決

を
下
し
た
。
た
だ
し
、
賃
金
債
権
の

消
滅
期
限
で
あ
る
三
年
間
の
遡
及
賃

金
請
求
は
、
企
業
に
重
大
な
経
営
上

の
困
難
を
も
た
ら
す
場
合
、
信
義
誠

実
の
原
則
に
基
づ
き
認
め
ら
れ
な
い

と
判
示
し
た
。

韓
国
の
賃
金
体
系
と
通
常
賃

金
の
範
囲

　

韓
国
の
賃
金
体
系
は
、
基
本
給
の

割
合
が
非
常
に
低
く
、
各
種
手
当
や

賞
与
の
割
合
が
高
い
。
こ
れ
は
、
賃

金
上
昇
率
を
低
く
抑
え
る
た
め
に
基

本
給
の
引
き
上
げ
を
で
き
る
だ
け
抑

制
し
、
そ
の
代
わ
り
に
各
種
手
当
や

賞
与
を
拡
大
し
て
き
た
こ
と
に
よ
る
。

　

通
常
賃
金
は
、
基
本
給
と
各
種
手

当
で
構
成
さ
れ
て
お
り
、
変
動
性
の

賃
金
（
手
当
）
は
除
外
さ
れ
る
。
通

常
賃
金
は
、
時
間
外
・
休
日
労
働
手

当
や
退
職
金
を
計
算
す
る
た
め
の
基

準
と
な
る
。
企
業
は
、
勤
労
基
準
法

に
基
づ
き
、
時
間
外
・
深
夜
・
休
日

労
働
に
対
し
通
常
賃
金
の
五
〇
％
以

上
を
加
算
支
給
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

　

通
常
賃
金
の
定
義
に
関

し
て
は
、
勤
労
基
準
法
に

何
も
規
定
が
な
く
、
勤
労

基
準
法
施
行
令
に
規
定
さ

れ
て
い
る
。
特
に
、
各
種

手
当
を
通
常
賃
金
に
含
む

か
ど
う
か
の
具
体
的
な
判

断
基
準
は
、
雇
用
労
働
部

例
規
の
「
通
常
賃
金
算
定

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
定
め

ら
れ
て
い
る
。
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
は
、
家
族
手
当
、
食

事
代
な
ど
の
各
種
手
当
や

定
期
賞
与
は
通
常
賃
金
に

は
含
ま
れ
な
い
と
規
定
し

て
い
る
。
労
使
は
こ
の
行

政
規
則
と
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

に
基
づ
き
、
通
常
賃
金
か

ら
各
種
手
当
や
定
期
賞
与

を
除
外
す
る
慣
行
を
続
け

て
き
た
が
、
近
年
は
通
常

賃
金
の
範
囲
を
め
ぐ
っ
て

数
多
く
の
裁
判
が
提
起
さ

れ
て
い
る
。
大
法
院
は
通
常
賃
金
の

認
定
範
囲
を
順
次
拡
大
し
て
き
た

（
表
１
）
が
、
雇
用
労
働
部
は
判
例

に
合
わ
せ
て
行
政
規
則
を
改
正
し
て

こ
な
か
っ
た
。

定
期
・
一
律
・
固
定
的
に
支
給

さ
れ
る
定
期
賞
与
は
通
常
賃
金

　

今
回
の
判
決
は
、
自
動
車
部
品

メ
ー
カ
ー
で
あ
る
甲
乙
オ
ー
ト
テ
ッ

ク
の
労
働
者
お
よ
び
退
職
者
二
九
六

人
が
、
賞
与
や
休
暇
費
も
通
常
賃
金

に
含
ま
れ
る
と
主
張
し
、
会
社
側
を

相
手
に
提
訴
し
た
裁
判
の
確
定
判
決

で
あ
る
。

　

大
法
院
は
通
常
賃
金
の
範
囲
に
つ

い
て
、
一
カ
月
を
超
え
る
一
定
期
間

ご
と
に
支
給
さ
れ
る
「
定
期
性
」、

同
条
件
を
満
た
し
た
す
べ
て
の
労
働

者
に
一
定
の
基
準
に
基
づ
い
て
支
給

さ
れ
る
「
一
律
性
」、
事
前
に
支
給

す
る
こ
と
を
確
定
す
る
必
要
が
あ
る

「
固
定
性
」
の
三
つ
の
要
件
を
す
べ

て
満
た
す
必
要
が
あ
る
と
判
示
し
た
。

こ
の
基
準
に
基
づ
い
て
定
期
賞
与
は

も
ち
ろ
ん
、
勤
続
手
当
、
技
術
手
当

や
、
す
べ
て
の
従
業
員
に
一
括
支
給

さ
れ
る
賞
与
金
（
ボ
ー
ナ
ス
）
も
通

常
賃
金
に
含
ま
れ
る
が
、
休
暇
費
、

帰
省
費
や
勤
務
実
績
に
応
じ
て
支
給

す
る
賞
与
金
な
ど
は
通
常
賃
金
と
は

認
め
ら
れ
な
い
と
具
体
的
な
事
例
を

あ
げ
て
説
明
し
た
（
表
２
）。

　

大
法
院
は
、「
労
使
が
過
去
に
定
期

賞
与
金
な
ど
を
通
常
賃
金
の
算
定
か

ら
除
外
す
る
こ
と
に
合
意
し
た
場
合

で
あ
っ
て
も
、
こ
れ
は
勤
労
基
準
法

に
違
反
す
る
た
め
無
効
で
あ
る
」
と

判
断
し
た
。

遡
及
賃
金
請
求
は
信
義
則
違

反
の
場
合
も

　

賃
金
債
権
の
消
滅
期
限
は
三
年
間

で
あ
る
。
通
常
賃
金
の
範
囲
の
拡
大

に
伴
い
、
時
間
外
・
休
日
労
働
手
当

な
ど
の
未
払
い
分
を
労
働
者
が
遡
っ

て
請
求
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

大
法
院
は
「
三
年
分
の
遡
及
賃
金
を

支
給
す
る
の
が
原
則
」
と
し
な
が
ら

も
、「
労
使
が
信
頼
し
て
定
期
賞
与
を

通
常
賃
金
か
ら
除
外
す
る
こ
と
に
合

意
し
た
場
合
に
、
労
働
者
の
追
加
賃

金
請
求
に
よ
っ
て
予
想
外
の
過
度
な

財
政
的
負
担
を
負
う
企
業
に
重
大
な

経
営
上
の
困
難
が
も
た
ら
さ
れ
る
こ

と
は
、
正
義
と
公
平
に
合
わ
な
い
。

こ
の
よ
う
な
場
合
は
労
働
者
の
追
加

賃
金
請
求
が
信
義
誠
実
の
原
則
（
信

義
則
）
に
違
反
す
る
た
め
許
容
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
」
と
判
示
し
た
。

本
判
決
の
事
案
は
、
こ
れ
に
該
当
す

る
か
ど
う
か
の
審
理
が
不
十
分
で
あ

る
と
し
て
原
審
を
破
棄
し
、
差
し
戻

し
を
命
じ
た
。
こ
の
た
め
、
定
期
賞

与
金
を
通
常
賃
金
の
範
囲
に
遡
及
適

用
し
、
さ
ら
に
追
加
賃
金
を
請
求
す

る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う
か
に
つ
い

て
は
判
断
基
準
が
あ
い
ま
い
な
う
え
、

会
社
ご
と
に
事
情
が
異
な
る
た
め
、

今
後
も
議
論
の
余
地
を
残
し
て
い
る
。

通
常
賃
金
の
範
囲
の
拡
大
に
よ

り
賃
金
が
二
〇
～
三
〇
％
上
昇

　

大
法
院
の
判
決
に
よ
り
労
働
者
の

賃
金
は
、
賃
金
水
準
を
引
き
上
げ
な

く
て
も
現
在
よ
り
も
二
〇
～ 

三

韓　

国

大
法
院
判
決
、
定
期
賞
与
は
通
常
賃
金

に
相
当
―
遡
及
請
求
は
認
め
ず

表１　大法院判決における通常賃金の認定範囲
1990年2月 通常賃金は、定期的・一律的にすべての労働者に支給される固定給

1994年5月 子供がいる労働者に支給される育児手当も通常賃金

1996年2月
祝日や夏季休暇の費用のように年単位で支給される金品も通常賃金。食事代、
体力鍛錬などの福利厚生費も通常賃金

2012年3月 月単位ではない四半期単位の定期賞与も通常賃金

表２　大法院の通常賃金の認定判断
賃金名目 賃金の特徴 通常賃金の認定判断

賞与金
定期賞与金 〇

企業業績に応じて支給される経営成果分配
金・奨励金・インセンティブ

× 事前に決まっていない

成果給
勤務実績に応じて支給判断、または支給額が
決定される賃金

〇 条件に左右される

最低限度が保証される成果給 〇 最低分のみ認める

技術手当 資格手当・免許手当など 〇

勤続手当
勤続期間に応じて支給判断、または支給額が
変わる賃金

〇

家族手当
扶養家族の数に応じて異なる家族手当 × 労働とは無関係

扶養家族数に関係なく、すべての労働者に支
給される家族手当

〇 名目だけの家族手当

特定の時点に在籍
者のみ支給される
金品

祝日帰郷費・有給休暇など × 労働の対価ではない

退職時、勤務日数に比例して支給される金品 〇

資料出所：連合NEWS（2013年12月18日付）
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国
務
院
常
務
会
議
は
八
日
、
公
的

年
金
の
給
付
額
を
二
〇
一
四
年
に
一

〇
％
引
き
上
げ
る
と
発
表

し
た
。
近
年
は
毎
年
の
よ

う
に
給
付
額
が
上
昇
し
て

い
る
も
の
の
、
賃
金
の
上

昇
率
に
は
追
い
つ
か
ず
、

現
役
労
働
者
の
賃
金
水
準

の
比
率
に
当
た
る
「
所
得

代
替
率
」
は
下
落
し
続
け

て
い
る
。
し
か
し
、
年
金

財
政
の
問
題
も
あ
り
、
引

き
上
げ
率
は
前
年
程
度
に

抑
制
さ
れ
た
。

「
代
替
率
」
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ

最
低
ラ
イ
ン
以
下
に

　

二
〇
〇
八
年
以
降
は
毎

年
一
〇
％
程
度
の
引
き
上

げ
を
続
け
て
い
る
（
図
表

１
）。
そ
の
結
果
、
二
〇
一
四
年
の

給
付
額
の
水
準
は
月
額
二
〇
〇
〇
元

〇
％
ほ
ど
上
が
る
見
通
し
で
あ
る

（
表
３
）。
労
使
政
委
員
会
が
昨
年

六
月
に
調
査
し
た
資
料
に
よ
る
と
、

中
小
企
業
の
生
産
労
働
者
Ａ
さ
ん

（
勤
続
三
年
目
）
の
昨
年
の
年
俸
は

四
二
六
四
万
ウ
ォ
ン
で
あ
る
が
、
今

年
は
時
間
外
労
働
手
当
、
深
夜
労
働

手
当
、
休
日
労
働
手
当
や
年
次
手
当

を
含
め
、
昨
年
よ
り
六
一
一
万
六
〇

〇
〇
ウ
ォ
ン
高
い
四
八
七
五
万
六
〇

〇
〇
ウ
ォ
ン
に
な
る
。
ま
た
、
退
職

金
も
一
二
八
万
七
〇
〇
〇
ウ
ォ
ン
増

え
る
（
表
４
）。

　

大
企
業
の
生
産
労
働
者
Ｂ
さ
ん

（
勤
続
三
年
目
）
の
昨
年
の
年
俸
は

六
二
八
七
万
五
〇
〇
〇
ウ
ォ
ン
で
あ

る
が
、
今
年
は
一
六
二
〇
万
ウ
ォ
ン

高
い
七
九
〇
七
万
五
〇
〇
〇
ウ
ォ
ン

に
膨
れ
上
が
る
。
退
職
金
も
三
三
九

万
六
〇
〇
〇
ウ
ォ
ン
増
え
て
、
合
計

一
九
五
九
万
六
〇
〇
〇
ウ
ォ
ン
を
受

給
で
き
る
。

　

大
企
業
と
中
小
企
業
の
労
働
者
の

間
で
、
こ
の
よ
う
に
大
き
な
格
差
が

生
じ
る
の
は
中
小
企
業
の
労
働
者
の

賃
金
が
少
な
い
う
え
に
賞
与
の
割
合

が
低
い
こ
と
に
よ
る
。
Ａ
さ
ん
の
基

本
給
に
対
す
る
賞
与
の
割
合
は
四
八

〇
％
で
あ
る
が
、
Ｂ
さ
ん
は
一
〇
五

〇
％
に
達
す
る
。
通
常
賃
金
の
範
囲

の
拡
大
に
よ
り
大
企
業
と
中
小
企
業
、

正
規
労
働
者
と
非
正
規
労
働
者
の
賃

金
格
差
が
さ
ら
に
拡
大
す
る
と
予
想

さ
れ
る
。

判
決
に
対
す
る
労
使
の
反
応

　

韓
国
経
営
者
総
協
会（
韓
国
経
総
）

は
、「
こ
れ
ま
で
労
使
が
合
意
や
慣
行

に
基
づ
き
決
め
て
き
た
通
常
賃
金
の

算
定
範
囲
を
大
法
院
が
認
め
、
過
去

三
年
の
遡
及
分
の
追
加
支
払
い
義
務

が
な
い
と
判
断
し
た
こ
と
は
幸
い

だ
」
と
論
評
し
た
。
大
韓
商
工
会
議

所
は
、「
大
法
院
が
判
決
理
由
と
し
た

信
義
則
に
基
づ
き
、
労
働
側
は
、
こ

れ
ま
で
労
使
当
事
者
が
合
意
し
決

定
し
て
き
た
賃
金
を
尊
重
し
、
消

耗
論
争
や
法
的
争
い
を
中
断
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
述
べ
た
。

　

全
国
民
主
労
働
組
合
総
連
盟

（
民
主
労
総
）
は
「
信
義
則
を
適

用
す
る
一
般
的
要
件
を
満
た
し
て

い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
信
義
則

違
反
を
理
由
に
労
働
組
合
の
要
求

を
破
棄
・
差
し
戻
し
し
た
の
は
勤

労
基
準
法
の
強
行
規
定
に
反
す
る

非
常
に
不
当
な
判
決
で
あ
る
」
と

強
調
し
た
。
韓
国
労
働
組
合
総
連

盟
（
韓
国
労
総
）
も
、「
定
期
賞
与

な
ど
を
通
常
賃
金
の
算
定
か
ら
除

外
す
る
労
使
合
意
が
勤
労
基
準
法

に
違
反
し
無
効
で
あ
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
追
加
賃
金
請
求
が
信
義

則
に
基
づ
き
許
可
さ
れ
な
い
の
は

財
界
の
立
場
を
反
映
し
た
政
治
的

判
決
で
あ
る
」
と
遺
憾
の
意
を
表

し
た
。

　

大
法
院
が
遡
及
分
を
支
給
し
な

中　

国

年
金
支
給
額
を
一
〇
％
引
き
上
げ
―
「
所

得
代
替
率
」
は
下
落
傾
向

表３　大法院判決に伴う休日労働・時間外労働手当の変化
判決前 判決後（賞与金含む）

通常賃金 1,706,000ウォン 2,229,800ウォン

時間当たり通常賃金（月160時間基準） 10,662ウォン 13,936ウォン

休日労働手当（毎週土曜日8時間勤務）
（時間当たり通常賃金×32時間）

341,184ウォン 445,952ウォン

時間外労働手当（平日に毎日2時間延長労働）
（時間当たり通常賃金×40時間）

426,480ウォン 557,440ウォン

注）	月平均賃金総額2,977,400ウォン（100人以上事業所978社の平均）の労働者の場合、基本給
1,706,000ウォン、賞与金523,800ウォン（基本給の30％水準）となる。

表４　大法院判決に伴う労働者の賃金変化
中小企業Aさん 大企業Bさん

現在の年間受給賃金 42,640,000ウォン  62,875,000ウォン

通常賃金
連動手当

時間外労働 2,219,000ウォン 5,818,000ウォン

深夜労働 835,000ウォン 3,094,000ウォン

休日労働 1,558,000ウォン 3,674,000ウォン

年次手当 534,000ウォン 999,000ウォン

間接労働
費用

退職金 429,000ウォン 1,132,000ウォン

社会保険 537,000ウォン 1,472,000ウォン

1年分の増加額（小計） 6,116,000ウォン 16,200,000ウォン

退職給与引当金 1,287,000ウォン 3,396,000ウォン

資料出所：中央日報（2013年12月19日付）

く
て
も
よ
い
前
提
条
件
と
し
た
「
重

大
な
経
営
上
の
困
難
」
を
ど
の
よ
う

に
解
釈
す
る
の
か
を
め
ぐ
り
、
労
使

の
意
見
が
対
立
し
て
い
る
。
韓
国
労

総
と
民
主
労
総
は
「
訴
訟
を
通
じ
て

で
も
受
給
す
る
」
と
述
べ
て
い
る
。

韓
国
経
総
の
推
計
に
よ
る
と
、
企
業

は
少
な
く
と
も
三
八
兆
五
五
〇
〇
億

ウ
ォ
ン
（
三
年
の
遡
及
分
を
含
む
）

の
偶
発
債
務
を
抱
え
る
こ
と
に
な
る
。

そ
の
上
、
毎
年
八
兆
八
六
六
三
億

ウ
ォ
ン
を
追
加
で
負
担
し
、
さ
ら
に
、

四
兆
八
八
四
六
億
ウ
ォ
ン
の
退
職
金

も
支
給
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

賃
金
総
額
に
占
め
る
基
本
給
の
割

合
が
五
七
％
に
過
ぎ
ず
、
様
々
な
手

当
が
数
十
種
類
も
あ
る
複
雑
な
現
行

賃
金
体
系
は
、
今
後
、
基
本
給
中
心

の
単
純
な
体
系
に
置
き
換
え
て
い
く

必
要
が
あ
る
と
み
ら
れ
る
。
企
業
は
、

通
常
賃
金
の
拡
大
に
伴
う
負
担
を
軽

減
す
る
た
め
、
年
俸
制
や
成
果
給
制

を
積
極
的
に
導
入
す
る
と
予
想
さ
れ

る
。
労
働
組
合
が
こ
れ
に
反
発
し
て

労
使
紛
争
に
発
展
す
る
可
能
性
が
あ

り
、
労
使
政
の
積
極
的
な
議
論
を
通

じ
た
よ
り
良
い
解
決
策
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

（
国
際
研
究
部
）
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図表１：公的年金の平均給付額（月額　元）

資料出所：人的資源社会保障部
注：2013年は予測値。
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を
超
え
る
見
通
し
だ
。
実
際
の
引
き

上
げ
額
は
、
各
地
方
政
府
が
当
該
地

域
の
経
済
情
勢
な
ど
を
考
慮
し
て
決

め
る
。

　

現
役
の
企
業
従
業
員
の
平
均
月
額

所
得
に
対
す
る
年
金
支
給
額
の
比
率

―
「
所
得
代
替
率
」
は
低
下
し
続
け

て
い
る
。
中
国
社
会
科
学
院
が
二
〇

一
二
年
に
発
表
し
た
「
中
国
年
金
報

告
二
〇
一
二
」（
以
下
「
報
告
」）
に

よ
る
と
、
所
得
代
替
率
は
、
二
〇
〇

二
年
＝
七
二
・
九
％
、
二
〇
〇
五
年

＝
五
七
・
七
％
、
二
〇
一
一
年
＝
五

〇
・
三
％
。
国
際
労
働
機
関
（
Ｉ
Ｌ

Ｏ
）
の
社
会
保
障
最
低
基
準
条
約
で

定
め
る
最
低
ラ
イ
ン
の
五
五
％
を
下

回
っ
て
い
る
。
賃
金
の
上
昇
率
（
図

表
２
）
に
年
金
支
給
額
の
上
昇
が
追

い
つ
か
な
い
事
態
が
続
い
て
い
る
。

　

地
域
間
格
差
も
目
立
つ
。
二
〇
一

一
年
の
所
得
代
替
率
の
上
位
五
地
域

は
山
東
省
七
〇
・
五
％
、
新
彊
ウ
イ

グ
ル
自
治
区
六
四
・
八
％
、
海
南
省

六
四
・
二
％
、
山
西
省
六
一
・
八
％
、

陜
西
省
六
一
・
六
％
で
、
下
位
五
地

域
は
重
慶
市
四
三
・
二
％
、
江
蘇
省

四
五
・
九
％
、
四
川
省
四
六
％
、
湖

北
省
四
七
％
、
吉
林
省
四
七
・
四
％

で
あ
る
。

物
価
上
昇
が
年
金
生
活
者
を
圧
迫

　

賃
金
が
上
昇
し
て
い
る
の
は
、
物

価
が
上
昇
し
て
い
る
た
め
で
も
あ
る
。

統
計
局
の
発
表
に
よ
れ
ば
、
昨
年
一

二
月
の
消
費
者
物
価
指
数
は
前
年
同

期
比
で
二
・
五
％
の
上
昇
で
あ
っ
た

（
通
年
で
は
二
・
六
％
の
上
昇
）。

商
品
別
に
見
る
と
、食
品
価
格
が
四
・

一
％
、
非
食
品
価
格
が
一
・
七
％
そ

れ
ぞ
れ
上
昇
し
て
お
り
、
家
計
に
占

め
る
食
費
の
割
合
が
高
い
低
所
得
者

層
に
と
く
に
大
き
く
影
響
し
て
い
る
。

近
年
は
政
府
の
対
策
も
あ
り
物
価
の

上
昇
は
か
な
り
抑
制
さ
れ
て
い
る

（
図
表
３
）
も
の
の
、
医
療
費
の
高

騰
や
上
昇
し
続
け
る
不
動
産
価
格
は

年
金
生
活
者
の
悩
み
の
種
で
あ
る
。

相
対
的
に
医
療
費
の
拠
出
が
多
い
高

齢
層
に
と
っ
て
、
医
療
費
の
高
騰
は

家
計
の
圧
迫
に
直
結
す
る
。
不
動
産

価
格
が
高
騰
し
て
い
る
都
市
部
な
ど

で
は
、
不
動
産
を
購
入
で
き
な
い
若

年
者
の
た
め
に
、
両
親
が
代
わ
り
に

購
入
す
る
と
い
う
こ
と
も
一
般
的
で

あ
る
。
そ
の
た
め
、

不
動
産
の
市
況
は

高
齢
者
に
も
無
関

係
で
は
な
い
。 

Ｉ
Ｌ
Ｏ

脆
弱
な
経
済
回
復
は
雇
用
に
及
ば
ず
―

『
世
界
の
雇
用
動
向
』
発
表

図表３：消費者物価指数と上昇率の推移

図表２：都市企業従業員平均賃金と上昇率
年 平均賃金（月） 平均賃金（年） 上昇率

2000 778 9,333 12.2%
2001 903 10,834 16.1%
2002 1,031 12,373 14.2%
2003 1,163 13,969 12.9%
2004 1,326 15,920 14.0%
2005 1,516 18,200 14.3%
2006 1,738 20,856 14.6%
2007 2,060 24,721 18.5%
2008 2,408 28,898 16.9%
2009 2,687 32,244 11.6%
2010 3,029 36,539 13.3%
2011 3,483 41,799 14.4%
2012 3,897 46,769 11.9%

出所：統計局
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給
付
額
の
上
昇
で
年
金
財
政

が
深
刻
化

　

年
金
給
付
額
の
上
昇
に
伴
い
、
年

金
財
政
の
問
題
を
懸
念
す
る
声
が
強

ま
っ
て
い
る
。
各
地
の
年
金
基
金
財

政
は
深
刻
な
状
況
で
あ
り
、「
報
告
」

に
よ
れ
ば
三
二
地
域
の
う
ち
、
二
〇

一
〇
年
時
点
で
は
一
五
地
域
が
赤
字

で
あ
り
、
そ
の
総
額
は
六
七
九
億
元

に
達
し
て
い
る
。
二
〇
一
一
年
は
赤

字
の
地
域
が
一
四
に
減
少
し
た
が
、

そ
の
総
額
は
七
六
六
・
五
億
元
に
増

加
し
て
い
る
。「
報
告
」
は
、
年
金

の
個
人
口
座
の
積
立
金
が
、
す
で
に

定
年
退
職
し
た
者
へ
の
支
払
い
の
た

め
に
流
用
し
て
消
失
す
る
「
空
帳
問

題
（
注
）」
に
も
言
及
し
て
い
る
。
消

失
し
た
積
立
金
の
総
額
は
二
〇
一
一

年
で
約
二
・
二
億
元
、
二
〇
一
二
年

で
約
二
・
六
億
元
と
な
っ
て
い
る
。

空
帳
問
題
の
解
決
の
た
め
に
、
昨
年

一
一
月
の
三
中
全
会
で
は
定
年
退
職

年
齢
の
引
き
上
げ
案
も
提
出
さ
れ
た
。

　

一
方
で
は
、
年
金
財
政
が
悪
化
し

つ
つ
あ
り
、
他
方
で
は
、
年
金
給
付

額
が
上
昇
し
つ
つ
あ
る
。
い
っ
た
い
、

年
金
財
政
の
問
題
を
ど
う
解
決
す
べ

き
な
の
か
、
現
在
重
要
な
課
題
に

な
っ
て
い
る
。

［
注
］

「
空
帳
問
題
」
と
は
、
個
人
口
座
に
あ
る

は
ず
の
積
立
金
が
消
失
し
て
い
る
こ
と

を
指
す
。
原
因
は
、
既
に
定
年
退
職
し

た
者
へ
の
支
払
い
の
た
め
の
流
用
で
あ

る
。

【
参
考
資
料
】

中
央
政
府
網
、
統
計
局
、
人
的
資
源
社
会

保
障
部
、
中
国
新
聞
網
、
中
国
労
働
保

障
新
聞
網
、
新
京
報
、
第
一
財
政
日
報
、

中
国
経
済
網

（
国
際
研
究
部
）

　

Ｉ
Ｌ
Ｏ
は
一
月
二
一
日
、『
世
界
の

雇
用
動
向
（
二
〇
一
四
年
版
）』
を

発
表
し
た
。
世
界
経
済
の
脆
弱
な
回

復
は
労
働
市
場
の
改
善
に
つ
な
が
ら

ず
、
二
〇
一
三
年
の
全
世
界
の
失
業

者
数
は
二
億
二
〇
〇
万
人
（
前
年
比

五
〇
〇
万
人
増
）
に
達
し
た
。
発
展

途
上
国
の
大
半
で
は
、
イ
ン
フ
ォ
ー

マ
ル
な
雇
用
が
蔓
延
し
て
い
る
。
報

告
書
は
、
経
済
成
長
と
雇
用
創
出
を

強
化
す
る
た
め
、
雇
用
を
重
視
し
た

政
策
へ
の
転
換
お
よ
び
労
働
所
得
の

引
き
上
げ
が
必
要
で
あ
る
と
強
調
し

て
い
る
。
報
告
書
の
概
要
は
以
下
の
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と
お
り
。

世
界
の
失
業
者
数
は
二
〇
一

三
年
に
五
〇
〇
万
人
増
加

　

二
〇
一
三
年
の
世
界
の
失
業
者
数

は
二
億
二
〇
〇
万
人
で
、
一
年
前
と

比
較
し
て
約
五
〇
〇
万
人
増
加
し
た
。

失
業
が
大
幅
に
増
加
し
た
の
は
東
ア

ジ
ア
お
よ
び
南
ア
ジ
ア
地
域
で
、
両

地
域
だ
け
で
新
た
な
求
職
者
の
四

五
％
以
上
を
占
め
た
。
こ
れ
に
、
サ

ハ
ラ
以
南
ア
フ
リ
カ
と
欧
州
が
続
い

た
。

　

世
界
的
な
雇
用
の
需
給
ギ
ャ
ッ
プ

は
二
〇
一
三
年
に
六
二
〇
〇
万
人
に

達
し
、
そ
の
う
ち
、
三
二
〇
〇
万
人

が
新
規
求
職
者
、
二
三
〇
〇
万
人
が

意
欲
を
喪
失
し
て
求
職
活
動
を
し
な

か
っ
た
人
、
七
〇
〇
万
人
が
労
働
市

場
へ
の
参
加
を
望
ま
ず
経
済
活
動
を

行
わ
な
か
っ
た
人
で
あ
っ
た
。

　

現
在
の
傾
向
が
続
け
ば
、
二
〇
一

八
年
ま
で
に
失
業
者
が
さ
ら
に
一
三

〇
〇
万
人
増
加
し
、
求
職
者
が
二
億

一
五
〇
〇
万
人
以
上
に
達
す
る
と
み

ら
れ
る
。
毎
年
四
〇
〇
〇
万
人
の
新

規
雇
用
が
創
出
さ
れ
る
が
、
毎
年
労

働
市
場
に
参
入
す
る
四
二
六
〇
万
人

よ
り
も
少
な
い
。
世
界
の
失
業
率
は
、

今
後
五
年
間
ほ
ぼ
一
定
で
、
経
済
危

機
以
前
よ
り
〇
・
五
ポ
イ
ン
ト
高
い

状
態
が
続
く
と
予
想
さ
れ
る
。 

若
年
失
業
、
先
進
国
に
お
け

る
長
期
失
業
が
増
加

　

二
〇
一
三
年
は
全
世
界
で
約
七
四

〇
〇
万
人
の
若
者（
一
五
～
二
四
歳
）

が
失
業
し
て
お
り
、
一
年
前
よ
り
一

〇
〇
万
人
以
上
増
加
し
た
。
若
年
失

業
率
は
一
三
・
一
％
で
、
成
人
の
約

三
倍
と
な
っ
て
い
る
。
中
東
お
よ
び

北
ア
フ
リ
カ
が
特
に
高
く
、
中
南
米

の
一
部
や
カ
リ
ブ
海
お
よ
び
南
欧
も

同
様
で
あ
る
。
雇
用
も
教
育
も
訓
練

も
受
け
て
い
な
い
ニ
ー
ト
の
若
者
の

比
率
が
、
経
済
危
機
以
降
、
急
増
す

る
傾
向
に
あ
る
。

　

多
く
の
先
進
国
で
は
、
失
業
期
間

が
経
済
危
機
以
前
の
二
倍
と
な
っ
て

い
る
。
ギ
リ
シ
ャ
、
ス
ペ
イ
ン
で
は
、

平
均
失
業
期
間
が
そ
れ
ぞ
れ
九
カ
月
、

八
カ
月
に
達
し
て
い
る
。
米
国
で
も
、

全
求
職
者
の
四
〇
％
以
上
が
長
期
失

業
に
苛
ま
れ
て
い
る
。

　

失
業
の
長
期
化
は
、
労
働
市
場
回

復
の
足
か
せ
と
な
る
。
長
期
間
失
業

し
て
い
る
求
職
者
は
急
速
に
ス
キ
ル

を
失
い
、
類
似
の
職
業
や
同
等
の
技

能
水
準
の
仕
事
を
見
つ
け
る
こ
と
が

よ
り
困
難
に
な
る
。

　

労
働
力
率
は
、
経
済
危
機
前
の
水

準
よ
り
一
ポ
イ
ン
ト
以
上
低
い
状
態

に
と
ど
ま
る
。
労
働
力
率
の
低
下
は
、

多
く
の
女
性
が
労
働
市
場
か
ら
退
出

し
た
東
ア
ジ
ア
お
よ
び
南
ア
ジ
ア
で

特
に
顕
著
で
あ
る
。
同
時
に
、
こ
れ

ら
の
地
域
で
は
教
育
水
準
の
向
上
に

よ
り
、
若
者
が
労
働
市
場
に
参
入
す

る
年
齢
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
先
進

経
済
地
域
で
は
、
特
に
若
年
労
働
者

が
労
働
市
場
で
機
会
を
見
出
せ
ず
、

労
働
力
率
が
低
下
し
た
。
他
方
、
中

欧
や
東
欧
な
ど
の
地
域
で
は
、
労
働

力
率
が
上
昇
し
て
い
る
。

脆
弱
な
雇
用
が
全
雇
用
の
四

八
％
を
占
め
る

　

脆
弱
な
雇
用
（
自
営
業
や
家
族
労

働
者
）
に
就
く
人
の
数
は
二
〇
一
三

年
に
約
一
％
増
加
し
、
経
済
危
機
以

前
の
五
倍
に
増
え
た
。
脆
弱
な
雇
用

が
全
雇
用
の
約
四
八
％
を
占
め
て
お

り
、
賃
金
や
給
与
を
受
け
取
る
労
働

者
に
比
べ
て
、
社
会
保
障
や
安
定
し

た
所
得
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
な
い
か
、

ま
た
は
限
定
的
な
傾
向
が
あ
る
。

　

ワ
ー
キ
ン
グ
・
プ
ア
の
数
は
、
二

〇
一
〇
年
以
前
よ
り
遅
い
ペ
ー
ス
で

は
あ
る
が
、
世
界
的
に
低
下
し
続
け

て
い
る
。
二
〇
一
三
年
時
点
で
、
三

億
七
五
万
人
の
労
働
者
（
全
雇
用
者

の
一
一
・
九
％
）
が
、
一
日
一
・
二

五
ド
ル
未
満
で
生
活
し
て
お
り
、
八

億
三
九
〇
〇
万
人
（
全
雇
用
者
の
二

六
・
七
％
）
が
一
日
二
ド
ル
以
下
の

生
活
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
。

　

発
展
途
上
国
の
大
半
で
は
、
イ
ン

フ
ォ
ー
マ
ル
雇
用
が
蔓
延
し
て
い
る
。

イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
雇
用
率
が
顕
著
に

高
い
の
は
南
ア
ジ
ア
お
よ
び
東
南
ア

ジ
ア
諸
国
で
あ
り
、
全
雇
用
の
九

〇
％
を
占
め
る
国
も
あ
る
。
低
所
得

の
ア
ン
デ
ス
お
よ
び
中
米
諸
国
で
は

七
〇
％
以
上
の
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
雇

用
率
が
続
い
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
地

域
に
お
い
て
は
、
フ
ォ
ー
マ
ル
な
雇

用
機
会
の
欠
如
が
貧
困
の
持
続
可
能

な
削
減
の
障
壁
と
な
っ
て
い
る
。

雇
用
重
視
の
マ
ク
ロ
経
済
政

策
に
よ
る
雇
用
・
社
会
的
格

差
の
是
正

　

世
界
の
労
働
市
場
の
よ
り
迅
速
な

回
復
は
、
総
需
要
不
足
に
よ
っ
て
阻

害
さ
れ
て
い
る
。
多
く
の
先
進
国
で

現
在
進
め
ら
れ
て
い
る
財
政
健
全
化

は
、
弱
い
個
人
消
費
に
加
え
て
、
さ

ら
な
る
生
産
拡
大
の
足
か
せ
と
な
っ

て
い
る
。
マ
ク
ロ
経
済
政
策
と
労
働

所
得
増
加
の
再
均
衡
が
雇
用
展
望
を

大
幅
に
改
善
さ
せ
る
。
高
所
得
の
Ｇ

二
〇
諸
国
で
は
、
そ
の
よ
う
な
再
均

衡
に
よ
り
失
業
率
を
二
〇
二
〇
年
ま

で
に
一･

八
ポ
イ
ン
ト
低
下
さ
せ
、

六
一
〇
〇
万
人
の
追
加
的
な
雇
用
を

創
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

金
融
政
策
は
、
総
需
要
に
プ
ラ
ス

の
刺
激
を
与
え
る
適
応
策
で
あ
り
続

け
る
。
も
し
財
政
危
機
に
直
面
し
た

政
策
担
当
者
が
迅
速
な
金
融
政
策
を

実
行
し
て
い
な
か
っ
た
な
ら
、
経
済

規
模
の
大
き
な
先
進
諸
国
の
失
業
率

は
一
～
二
ポ
イ
ン
ト
高
か
っ
た
と
推

計
さ
れ
る
。
し
か
し
、
最
近
は
、
そ

の
よ
う
な
順
応
型
金
融
政
策
に
よ
る

追
加
的
流
動
性
の
大
部
分
が
、
実
体

経
済
よ
り
も
資
産
市
場
に
流
入
し
て

持
続
可
能
な
雇
用
回
復
の
足
か
せ
と

な
り
、
株
式
・
住
宅
価
格
バ
ブ
ル
の

リ
ス
ク
を
生
ん
で
い
る
。

積
極
的
労
働
市
場
政
策
の
強
化

に
よ
る
労
働
市
場
の
機
能
改
善

　

就
業
意
欲
の
喪
失
お
よ
び
増
加
す

る
長
期
失
業
が
理
由
で
労
働
市
場
か

ら
脱
落
し
た
失
業
者
が
二
三
〇
〇
万

人
に
の
ぼ
る
と
推
計
さ
れ
る
。
経
済

的
無
活
動
と
ス
キ
ル
の
ミ
ス
マ
ッ
チ

に
対
処
し
て
い
く
た
め
に
は
、
積
極

的
労
働
市
場
政
策
（
Ａ
Ｌ
Ｍ
Ｐ
）
を

よ
り
強
力
に
実
行
す
る
必
要
が
あ
る
。

就
業
意
欲
を
な
く
し
労
働
市
場
か
ら

撤
退
す
る
労
働
者
が
今
後
さ
ら
に
増

え
る
な
ら
ば
、
ス
キ
ル
が
低
下
、
陳

腐
化
す
る
リ
ス
ク
が
増
大
す
る
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
の
二
〇
一
一
年
の

積
極
的
労
働
市
場
政
策
に
対
す
る
支

出
は
、
平
均
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
〇
・
六
％
未

満
で
あ
っ
た
。
先
進
諸
国
と
Ｅ
Ｕ
地

域
が
、
こ
の
支
出
を
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一･

二
％
ま
で
増
額
す
れ
ば
、
三
九
〇
万

人
の
追
加
的
な
雇
用
を
創
出
で
き
る

と
推
計
さ
れ
る
。
積
極
的
労
働
市
場

政
策
に
対
す
る
支
出
が
最
低
水
準
に

と
ど
ま
る
地
域
は
、
労
働
市
場
の
機

能
改
善
に
お
い
て
も
っ
と
も
恩
恵
を

受
け
る
可
能
性
が
あ
る
。
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